
Ⅲ　心豊かなしまね

　１．教育の充実
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

59 重点  いじめ・不登校対策 201,707 ○不登校対策推進事業 201,159 ○事業費精査 教育委員会

 事業 　深刻化するいじめ、不登校の課題に対処する ［高校教育課］

　ための市町村の機能強化等各種事業の実施 ［義務教育課］

【事業内容】

　①教育支援センター（適応指導教室）運営事

　　業

　　設置市町村に対する運営基盤の強化を支援

　　〔補助予定数〕１１市町

　②心のかけ橋支援事業

　　ひきこもりがちな児童生徒に対する活動の

　　機会を全市町村で提供

　　〔実施場所〕

　　　Ｈ１９　２１市町村（活動場所の提供）

　→　Ｈ２０　２１市町村（活動場所の提供・

 　　 　　　　家庭訪問による支援）

　<関連事業>

　・小学校スクールサポート事業、３０人学級

　・中学校クラスサポート事業

○悩みの相談事業

　学校でのあらゆる教育活動において児童生徒

　一人一人の心身の状況を把握し、きめ細やか

　な対応がとれるよう教育相談体制を充実

【事業内容】

　・スクールカウンセラー配置事業

　・心の電話相談事業（いじめ１１０番）

　・子どもと親の相談員配置事業

○こころ・発達・教育相談事業

　医療と連携した教育相談体制を構築し、より

　早期から、教育と医療の総合的な支援を実施

【事業内容】

　・こころの医療センターに併設する若松分校

　　内に相談窓口を設置

60 新規  学びいきいきサポー 162,509 ○不適応、不登校等支援を要する児童生徒が在 90,400 ○事業費精査 教育委員会

 ト事業 　籍している学校のうち、自学教室を設置する ［義務教育課］

　などして個別に指導を行っている小中学校に

　非常勤講師を配置

　・４０人程度を配置予定

61 重点 「働くことを学ぼう」 35,324 ○高校生の職業意識の醸成と県内就職の促進、 31,703 ○事業費精査 教育委員会

 推進事業 　専門高校における地域産業を担う人材の育成 ［高校教育課］

　を進めるため、企業見学会や就職説明会の開

　催、学校と地域や企業が連携した共同研究な

　どを実施

【事業内容】

　①職業意識の醸成

　・インターンシップ事業

　・企業見学会、啓発セミナーの開催

　・キャリアカウンセリングプログラムの実

　　施

　②県内就職促進

　・就職説明会、面接会の開催

　・学校・企業連絡会の設置

　③地域の担い手育成

　・学校での実践的指導

　・現場実習、共同研究等の実施

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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62  実証！「地域力」醸 8,000 ○公民館が培ってきた「地域力」醸成のノウハ 8,000 ○要求どおり 教育委員会

 成プログラム 　ウをモデル公民館を選定して実証し、「地域 ［生涯学習課］

　力」の重要性について世論喚起

【事業内容】

　・島根県公民館連絡協議会へ実証事業を委託

　・モデル公民館の選定

　　　新規１０箇所・継続１０箇所程度

63 新規  学校支援地域本部事 80,000 ○学校と地域との連携協力体制を構築するため、 80,000 ○要求どおり 教育委員会

 業 　地域をあげて学校を支援する気運を醸成する ［生涯学習課］

　とともに、多様な形態の学校支援ボランティ

　ア活動の掘り起こし

【事業内容】

　①各市町村に実行委員会を設置

　・コーディネータ、ボランティア等の養成講

　　座を開催

　②モデル中学校区に「学校支援地域本部」を

　　設置

　・専任コーディネータを配置し、多様な学校

　　学校支援ボランティア活動を調整

64  ふるさと教育推進事 44,505 ○ふるさと教育推進事業 44,505 ○要求どおり 教育委員会

 業 　ふるさとに愛着と誇りをもつ心豊かな子ども ［生涯学習課］

　を育むため、「学社連携・融合」（＝地域の ［義務教育課］

　大人たちが学校教育を補完・支援）の理念に

　基づく「ふるさと教育」を推進

【事業内容】

　①市町村交付金

　・県内全ての公立小中学校・全学年・全学級

　　で「ふるさと教育」を実施するため、定額　

　　交付金（県１０／１０)を助成

　②地域人材養成研修

　・「ふるさと教育」に関わる地域の指導者、

　　ボランティア等を対象とする研修会を開催

○わがまち発信プロジェクト

　ふるさと教育で実践してきた体験活動を発展

 　させ生産体験活動等を通して、ふるさとの良

　さを他地域へむけて発信する事業を支援

【事業内容】

　・モデル実践校の指定

65  高等学校校舎等整備 2,287,206 ○老朽化した校舎等を計画的に整備 2,278,106 ○事業費精査 教育委員会

 事業 【事業内容】 ［教育施設課］

　①松江工業高等学校校舎・屋内運動場改築

　　　　　　　　　　　　　１，０１６百万円

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：設計、建築工事

　　Ｈ２１～２３：建築工事、備品整備等

　［総事業費］約５０億円

　②大田高校屋内運動場改築　  ７６１百万円

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：建築工事、備品整備等

　［総事業費］約１０億円

　③横田高等学校整備事業　　　　４６百万円

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：設計等

　［総事業費］約１５億円

　④邇摩高等学校用地購入　　　２３７百万円

　⑤耐震対策　　　　      　  ２２８百万円

　　Ｈ２０：診断、補強工事等
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66  学校再編成関連施設 596,992 ○県立高校の再編成に伴い、不足する校舎や実 589,719 ○事業費精査 教育委員会

 整備事業 　習施設等を整備 ［教育施設課］

【事業内容】

　①学習時間選択制高等学校東部独立校(仮称)

　　　　　　　　　　　　　　　４１６百万円

　［開校時期］Ｈ２２年４月を目途

　［設置場所］松江市宍道町地内　県林業技術

　　　　　　　センター跡地

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：造成工事、建築工事

　　Ｈ２１：建築・外構工事等

　［総事業費］約２９億円

　②益田翔陽高校について統合後に必要な施設

　　等を整備

　　　　　　　　　　　　　　　１４５百万円

　［スケジュール］

　　Ｈ２０：実習棟整備、備品整備等

　［総事業費］約２２億円

　③島根中央高校について統合後に必要な施設

　　等を整備

　　　　　　　　　　　　　　　　３８百万円

　　Ｈ２０：不足施設、備品整備等

67  小学校低学年多人数 453,979 ○小学校１年生及び２年生の児童数が３１人以 450,039 ○事業費精査 教育委員会

 学級支援事業 　上の学校について、学校の実態等を踏まえ、 ［義務教育課］

（スクールサポート 　３０人学級編制又はスクールサポート事業を

　事業） 　実施

（３０人学級編制事 　①スクールサポート事業

　業） 【非常勤講師】６４人（６４学級）

　②３０人学級編制

【常勤講師】　６７人（６７学級）

68  中学校クラスサポー 92,862 ○不登校や問題行動が急増する中学校１年生を 90,400 ○事業費精査 教育委員会

 ト事業 　対象に、学習面・生活指導面からきめ細かい ［義務教育課］

　支援を行うため必要性の高い大規模校に非常

　勤講師を配置

【非常勤講師】４０人（２学級に１人）

69  特別な支援のための 162,509 ○通常の学級にＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（ 158,201 ○事業費精査 教育委員会

 非常勤講師配置事業 　注意欠陥多動性障害）など特別な支援を要す ［義務教育課］

 （にこにこサポート 　る児童が在籍し、特に対応が困難な小学校を

 事業） 　対象に、非常勤講師を配置

【非常勤講師】７０人（１人/校）

70  学力向上対策事業 87,268 ○詳細かつ客観的に学力の実態を把握するため 87,268 ○要求どおり 教育委員会

　、全県学力実態調査を一斉実施 ［高校教育課］

［対象］小学３年生から中学３年生まで悉皆 ［義務教育課］

［実施時期］Ｈ２０年５月

○学力実態調査結果を踏まえ、実効性ある学力

　向上対策を実施

【事業内容】

　・確かな学力向上のための環境構築

　・モデル実践校の指定

　・リーダーセミナーの実施

　・授業力向上セミナーの実施

　・異校種間連携の推進研究
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71  放課後子どもプラン 67,895 ○放課後や休日に、公民館や学校の余裕教室等 67,895 ○要求どおり 教育委員会

 事業 　を活用し、年齢の異なる子どもたちが群れて ［生涯学習課］

　遊んだり体験・交流する場を提供

【事業内容】

　①放課後子ども教室運営費補助金

　・箇所数 １１０箇所程度　

　・補助率 ２／３

　　　　（国１/３・県１/３・市町村１/３）

　②放課後子どもプラン推進委員会の設置

　③コーディネータ、指導員等の養成・資質向

　　上のための研修

72  産業教育設備整備事 55,946 ○先端技術の基礎的知識と技術の習得に必要な 50,959 ○事業費精査 教育委員会

 業 　機器を専門高校に整備 ［教育施設課］

【事業内容】

　・情報科学高等学校マルチメディアシステム

　　整備

【事業期間】Ｈ２０

73  私立学校経営健全性 1,540,149 ○私立学校の経常的経費に対する助成 1,540,149 ○要求どおり 総務部

 確保事業 【事業内容】 ［総務課］

　①私立学校振興費補助金

　（交付先）高等学校、中学校、幼稚園を設置

　　　　　　する学校法人

　②私立幼稚園教育活動費補助金

　（交付先）非学校法人立幼稚園

　③私立高等専修学校振興費補助金

　（交付先）高等専修学校を設置する学校法人

　④私立専修学校教育活動費補助金

　（交付先）専修学校を設置する学校法人

74  高校等生徒授業料減 51,729 ○私立高等学校が次の①から③のいずれかに該 51,729 ○要求どおり 総務部

 免事業補助金 　当する生徒を対象として実施する授業料減免

　事業に対する補助 ［総務課］

　①生活保護による被保護者（生活保護世帯の

　　生徒）

　②保護者が自動車事故により死亡し、又は重

　　度後遺障害を有することとなった生徒で、

    被扶養者が生活に困窮している者

　③上記①、②以外の高校生で、学資負担者が

　　生活に困窮している者

75  私立学校魅力と特色 30,000 ○ハード・ソフトの両面において、私立高等学 30,000 ○要求どおり 総務部

 ある学校づくり推進 　校の魅力を高めたり、更なる特色を出すよう ［総務課］

 事業補助金 　な独自の取組に対して補助

　①施設・設備整備費の１／２以内を補助

　②国庫補助対象施設・設備整備事業（補助率

　　１／３)に対する上乗せ補助

　　（補助率：１／６以内)

　③ソフト事業費の１／２以内を補助

76  公立大学法人島根県 1,818,488 ○公立大学法人島根県立大学に対し、次の経費 1,816,644 ○特殊要因経費補助金について事業費 総務部

 立大学運営支援事業 　を交付 　精査

　　・法人及び大学の運営に要する経費（運営 ［総務課］

　　　費交付金）

　　・大規模修繕などの施設整備等に要する経

　　　費（特殊要因経費補助金）
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Ⅲ　心豊かなしまね

　２．多彩な県民活動の推進
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

77 新規  県立美術館開館１０ 30,000 ○Ｈ２１年３月には開館１０周年を迎えること 30,000 ○要求どおり 環境生活部

 周年記念展   から、開館１０周年記念展を実施 [文化国際課］

　・企画展名：「フランス絵画の１９世紀～ア

　　カデミズムから印象派へ～」（仮称）

　・期間：Ｈ２１年３月～５月

　・共催：横浜美術館、日本経済新聞社

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅲ　心豊かなしまね

　３．人権の尊重と相互理解の推進
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

78  女性保護事業 75,922 ○日常生活を営む上で様々な問題を抱えて悩む 76,155 ○ＤＶ被害者への貸付制度について、 健康福祉部

　女性について、広く相談に応じる事業やＤＶ 　単身者を対象として限度額を算定し [青少年家庭課]

　（配偶者からの暴力）被害者等をはじめ保護 　ていたが、母子でのケースも踏まえ

　が必要な女性を一時保護し、問題解決に向け 　貸付限度額を引上げ

　ての支援を実施 【変更内容】

【事業内容】 　・貸付限度額　３０万円以内

　①女性相談事業 　・償還期間　　据置期間後３年以内

　・女性相談センターや児童相談所に女性相談 ○事業費精査

　　員を配置し広く女性相談を実施

　・県民への啓発のための講演会の開催や、適

　　切な相談等を実施するために、各圏域での

　　関係機関連絡会、事例検討会、研修会等を

　　実施

　②ＤＶ被害者等保護事業

　・ＤＶ被害等の理由で保護が必要な女性につ

　　いて一時保護所等において保護を実施

　・自立の意志を持つＤＶ被害者等に対して自

　　立するまでの中間施設となる住居（ステッ

　　プハウス）を提供

○ＤＶ被害者が一時保護所を退所する際に必要

　な生活資金や住宅資金を貸付

【事業内容】

　・貸付限度額　２０万円以内

　・貸付利率　　無利息

　・据置期間　　３月以内

　・償還期間　　据置期間後２年以内

　・償還方法　　元金均等

　・保 証 人　　不要（無担保）

　・償還免除　　死亡や償還能力の喪失の場合

　　　　　　　　には全部又は一部を免除する

　　　　　　　　場合あり

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅲ　心豊かなしまね

　４．自然環境、文化・歴史の保全と活用
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容

79 重点  未来へ引き継ぐ石見 180,047 ○世界遺産「石見銀山遺跡」を適切に管理し、 214,298 ○地方自治法施行６０周年記念貨幣の 教育委員会

 銀山保全事業 　未来へ継承していくため、調査研究と保存整 　発行による地方分権振興交付金３５ ［文化財課］

　備を柱として事業を実施 　百万を活用して、大田市の環境対応

【事業内容】 　バス整備費補助を査定増

　①世界遺産総合調査研究事業 ○事業費精査

　・基礎調査研究

　・テーマ別調査研究

　・シンポジウム開催

　②世界遺産保存整備事業

　・遺跡整備

　・来訪者急増対策

　・拠点施設整備、運営補助

　・石見銀山基金造成支援

80  歴史遺産保存整備事 56,904 ○国宝出雲大社本殿を中心とする建造物群の大 56,904 ○要求どおり 教育委員会

 業（出雲大社大規模 　規模修理に対する助成 ［文化財課］

 修理事業） 【事業期間】　Ｈ２０～Ｈ２７

81  水と緑の森づくり事 356,362 ○水と緑の森づくり税を財源とし、県民と協働 356,362 ○要求どおり 農林水産部

 業 　して荒廃森林の「水を育む緑豊かな森」への ［林業課］

　再生を促進

【拡充内容】

　①森づくり推進事業

　・森づくりプロデューサー等のレベルアップ

　　事業やボランティア育成のための森づくり

　　講座の実施

　②資源活用実践事業

　・市町村が行う市民参加型の森づくりの取組

　　を支援

　・補助率：１／２

　③県民再生の森“モデル”事業

　・観光地や生活に身近な場所の森林整備を進

　　め、県民がふれ合える「しまねの森」を形

　　成

　・対　象：１０年以上放置された人工林で、

　　　　　　２０年間の長期管理協定を締結し

　　　　　　た森林

　・初回の森林整備費を助成

【事業期間】　Ｈ１７～Ｈ２１

82 新規  豊かな自然環境資源 2,800 ○島根県の豊かな自然資源の保護に配慮しつつ、 2,800 ○要求どおり 環境生活部

 活用事業 　自然観光資源とふれあい、知識や理解を深め [自然環境課］

　る持続可能な観光スタイル(エコツーリズム)

　を展開

【事業内容】

　・実践的なツアーガイドの養成と自然資源の

　　保護に必要なルールの作成

　・県内各地にある巨木・名水など自然情報の

　　情報の提供、地元協議や旅行業者への働き

　　かけによるツアーの商品化

部局名
査　　　　　定

番号 分類 事　業　名
各 部 局 の 要 求
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Ⅲ　心豊かなしまね

　４．自然環境、文化・歴史の保全と活用
（単位：千円）

事業費 概　　　　　要 事業費 査　定　内　容
部局名

査　　　　　定
番号 分類 事　業　名

各 部 局 の 要 求

83 新規  省エネ・３Ｒの県民 12,000 ○省エネルギー・３Ｒなどの環境に配慮した行 6,000 ○要求事業見直し、事業費精査 環境生活部

 行動促進事業 　動を、企業・団体・行政等県全体で応援し、 [環境政策課］

 (しまねＣＯ２ダイ 　地球温暖化防止と循環型社会づくりに向けた

 エット作戦) 　機運を醸成

【事業内容】

　・県民、事業者の環境に配慮した行動に対し

　　て、サービスを提供していただける「協賛

　　企業」を募集

　・協賛企業、サービス内容等をＰＲ

84  産業廃棄物減量促進 211,160 ○産業廃棄物減量税を財源とし、産業廃棄物の 177,075 ○事業費精査 総務部

 事業 　排出抑制、再生利用等による減量化の取組み [税務課］

　を促進 環境生活部

【事業内容】 [環境政策課］

　〔再資源化〕 [廃棄物対策課］

　　・産業廃棄物リサイクル施設等整備促進事 商工労働部

　　　業 [産業振興課］

　　・資源循環型技術開発事業　等 教育委員会

　〔環境教育〕 [高校教育課］

　　・３Ｒ学習推進事業 [義務教育課］

　　・省エネ・３Ｒの県民行動促進事業【再掲】

　　・県立学校環境保全推進事業　等

　〔不法投棄防止〕

　　・不法投棄等対策強化事業

　〔適正処理推進〕

　　・ＰＣＢ廃棄物処理推進事業

　　・エコアクション２１認証取得促進事業等

　〔徴税費〕　

【事業期間】　Ｈ１７～Ｈ２１
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